

	取り組み内容
	目標（平成28年度）
	短期（概ね平成25年度まで）に実施する事項
	中期（概ね平成28年度まで）に実施する事項

	２－１－（１）
主力となる農業者の
育成・確保
	◆販売金額500万円
以上の農業者数
→850経営体
	
	

	２－１－（２）
企業及び新規就農者
の参入促進
	◆10年間（H23～H32）の目標
→企業30社
→新規就農100名
	
	

	２－１－（３）
地産地消を担う大阪版認定農業者の支援
	◆直売所販売金額
→70億円
◆直売所出荷者数
→8,000人
	
	

	２－１－（４）
地域の営農を支える
新たな担い手の
育成・確保
	◆農作業受託面積
→500ha
	
	

	２－１－（５）
準農家制度の推進
	◆10年間（H23～H32）の目標
→準農家130名
	
	



	取り組み内容
	目標（平成28年度）
	短期（概ね平成25年度まで）に実施する事項
	中期（概ね平成28年度まで）に実施する事項

	２－２－（１）
大阪産(もん)の
ブランドの確立・
６次産業化の推進
	◆大阪産(もん)の
府民認知度
→ 60％以上
◆大阪産(もん)を率先して購入したいと思う府民の割合
→60％以上（H25年）
	
	

	２－２－（２）
農産物直売所を
核とした販売農家・
地域の元気力向上
	◆直売所販売金額
→70億円
	
	

	２－２－（３）
農産物の
安全・安心確保
	◆大阪エコ農産物
認証面積 
→540ha
認証申請者数
→1,200人
◆農薬管理指導士
認証人数
→1,000人
	
	



	取り組み内容
	目標（平成28年度）
	短期（概ね平成25年度まで）に実施する事項
	中期（概ね平成28年度まで）に実施する事項

	２－３－（１）
地域力による持続可能な農空間づくり
	◆取り組み地区数
→60地区
	
	

	２－３－（２）
農業用施設のストックマネジメントの推進
	◆機能診断済み施設の割合
→100％
	
	

	２－３－（３）
営農環境の整備
	◆強い大阪農業への転換や小・中規模農家の育成、多様な農への参画による農空間の保全・活用など取り組みのベースとなる営農環境改善のための整備の推進
	
	

	２－３－（４）
遊休農地対策の推進
	◆10年間（H20～H29）の目標
→500ｈａ減
	
	



	取り組み内容
	目標（平成28年度）
	短期（概ね平成25年度まで）に実施する事項
	中期（概ね平成28年度まで）に実施する事項

	２－３－（５）
災害に強い農空間づくりの推進
	◆ため池耐震調査点検・ハザードマップ作成
→100箇所
（被災時の浸水被害低減10,800ha）
◆ため池整備地区数10年間（H22～H31）の目標
→100箇所
◆地籍調査進捗率
→12％（H27年度末）
	

	



３．施 策 の ３ つ の 柱 の 工 程 表





２－１．「多様な担い手の育成・確保（ひと）」に向けた工程表





主力農業者の経営改善支援・若手農業者の育成確保





ＪＡ等出荷団体との連携





企業及び新規就農者の参入促進（経営感覚に優れた企業や意欲ある者の円滑な農業への参入促進）





サポート窓口の運営（農業への新規参入希望者に対する総合的な相談の実施）





大阪版認定農業者の再認定（課題発見）





農業経営計画の実現に向けた技術等の支援・設備投資等への支援





人・農地マスタープラン　策定支援


（実施主体　市町村）





地域の営農を支え続ける組織(受託組織等)づくりをコーディネート





準農家制度の推進





（都市住民など多様な農への参画による農空間の保全・活用）


（ステップアップし新規就農を目指す者の育成・確保）





サポート窓口の運営（農業への新規参入希望者に対する総合的な相談の実施）





２―２．「生産振興・地産地消の推進（もの）」に向けた工程表





集中的なプロモーションによる府民認知度向上


表彰制度の運営等によるブランドイメージ向上





市町村ブランドとの連携強化


共同プロモーションの実施





環境農林水産総合研究所・国支援センター等との連携による農業の６次産業化の推進





ブランド推進体制の確立・継続実施





消費者ニーズに対応した品目の選定・栽培指導の実施、情報発信の強化





直売所の整備・立ち上げ支援
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ＪＡ等が実施する生産履歴記帳の定着化への支援





農薬使用者、生産者団体等に対する農薬安全使用指導の徹底





農薬等を減らす技術の開発・普及を通じたエコ農産物安定生産のための技術支援





２－３．「農空間の保全・活用（空間）」に向けた工程表





地域力による持続可能な農空間づくり、多様な主体の参画を促進





農業用水利施設機能診断の実施（計画診断・要請診断・データベース化）





ハード対策の実施計画策定・対策実施





農空間保全


地域内の水利施設の整理と診断対象施設の抽出





農空間保全地域制度推進のための水路や農道などのきめ細やかな整備推進





大阪農業の成長に向けたほ場条件の整備等。農業水利施設の改修、省力化等





自己耕作、農空間づくりプラン、貸借等による


遊休農地等の利用促進、解消





農空間保全地域の


指定等に係る調査


(５年毎の見直し)





２－３．「農空間の保全・活用（空間）」に向けた工程表





ため池健全度緊急調査(約1,000箇所)


耐震性調査・診断、ハザードマップ作成


（緊急対応100箇所）





地籍調査事業の推進





防災協力農地登録制度の推進





全体事業計画の策定、事業着手





ため池治水活用・田んぼダム


（モデル地区の選定・効果検証・事業


スキームの決定）





オアシス構想の推進、ため池の適正管理に向けた取り組み推進





ため池改修100箇所


（「新ため池改修計画(第2次)H31までに100箇所」、H24に総合減災の観点で修正予定）





耐震性調査・診断


ハザードマップ作成
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